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毎月の給与と同様、賞与についても健康保険、厚生年金保険の届出をします。

　対象となる賞与とは、賞与という名前ででるものだけではなく、「○○手当、××代、○×一時金」などの名称を問わず、労働者が労働の対償として受けるもののうち、年３回以下支給のものです。

　年４回以上支給されるものは、毎月の給与とみなされます。

　賞与の保険料は、健康保険は一般的な財源とされますが、厚生年金保険は以下の式のように、年金の報酬比例部分に反映されます。

　年金記録に記載されるため、「あの時賞与をもらっていたはず」などと労使のトラブルの元となる可能性があります。たとえ少額でも届出ましょう。
～年金の計算方法（一部を抜粋）～



この部分に賞与額が反映されます

※式は、年金額全体を表すものではありません。
傷病手当金とは、健康保険に加入している人が私傷病で４日以上仕事を休み、給料を受けられない場合、４日目から賃金の約２/３が給付される制度です。

　以下の４つの条件を満たした時、支給開始から１年６ヶ月以内で支給されます。(途中で出勤している期間があっても延長はされません)

①病気・けがで休んでいること

病院にかかる前に自宅療養の期間があった場合、その期間も含みます。
②仕事にでられないこと
今までより軽易な仕事についたり、出勤時間が短かったりしても、出勤している場合は支給されません。
③４日以上仕事を休んでいること
　　病気やケガで仕事を休んだ日が連続して３日間（待期）あったうえで、４日以上休んだ場合に、４日目から支給が開始されます。

④給料を受けられないこと

　　給料を受けていても傷病手当金の額より少ない（給料の2/3以下）場合、差額が支給されます。

－傷病手当金申請のポイント－

ア.労務不能であった日ごとにその翌日から２年間で請求権の時効となります。数ヶ月分をまとめて提出することも可能ですが、本人（被保険者）の生活を保障するという考えから毎月給与の締日で区切って申請することが多いです。

イ.傷病手当金を受給している期間も社会保険料は発生します。休職期間中の社会保険料について、あらかじめ話しておくのがよいでしょう。

ウ.傷病手当金申請後、入金まではおおよそ１～２ヶ月かかります。

エ.退職日に出勤をしておらず、被保険者期間が１年以上あり、退職前にすでに傷病手当金の支給を受けている場合は、退職後も継続して傷病手当金を受けることができます。

雇用調整助成金に係る不正受給が問題となっています。平成21年度の間に91事業所、約7億7186万円が不正受給として処分され、悪質な事案については、刑事告発が行われています。

　これまでも都道府県労働局が、不正受給防止のための実地調査を行っていましたが、平成22年7月1日から、実地調査の強化が行われることになりました。

　今後は以下のような事業所の場合、必ず実地調査を行うことになりました。

①事業主が自ら実施する事業所内訓練の実施日数が多い事業所
②ある程度業務量があると推察されるにもかかわらず休業の実施日数が多い事業所
③休業等を実施する一方で合理的な理由なく雇用する労働者数が増加している事業所
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；私は社員3名を雇い会社を経営しています。
先日、仕事中にケガをしてしまい、病院にかかりました。社会保険には加入をしていますが、労災保険の特別加入は行っていませんでした。このような場合、全額自己負担で療養費を支払わなければなりませんか？
Ａ；健康保険は、業務外の傷病に対して保険給付を行います。代表者に限らず業務上ケガをしたときは、健康保険の給付は行われません。
　ですので、法人の代表者等が労災保険に特別加入していなかった場合、原則全額自己負担で療養を受けなければなりません。

　しかし、法人代表者等の業務上の傷病の取扱いに関して以下の要件を満たす場合、健康保険の給付を受けることができます。但し、休業をして給与がでない場合であっても、傷病手当金の給付を受けることはできません。
①被保険者が5人未満である適用事業所に所属する法人の代表者等であること

②一般の従業員と著しく異ならないような労務に従事している者であること

③労災保険による保険給付が行われない者であること
今回の場合、もしご本人を含めて健康保険の被保険者が5人未満で、他の社員と同様の作業を行っていた中でのケガであれば、健康保険の給付が受けられる可能性が高いです。

　但し、全国健康保険協会の支部によって個別交渉が必要になる場合があるのが実情です。

　法人の代表者等は、仕事中のケガに備えて労災保険の特別加入制度に加入しておくのがよいでしょう。
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